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第10　保険料認定決定処分の取消訴訟と違法性の承継

1　違法性の承継の定義と問題状況

⑴　違法性の承継の定義

ア　違法性の承継とは、講学上の用語であり、一義的にその定義が確立し

ているわけではないが、ある先行の行政処分（先行処分）が行われ、先

行処分が公定力ないし不可争力により有効に確定している場合に、先行

処分を前提として若しくは先行処分に密接に関連して、後行の行政処分

（後行処分）が行われたときに、先行処分に対する取消訴訟を提起する

ことなく、後行処分の取消訴訟を提起し、同訴訟において、先行処分の

違法性を、後行処分の取消事由として主張することが許されるか否か、

すなわち、後行処分に先行処分の違法性が承継されるか否かということ

である。

　違法性の承継が肯定されると、後行処分の取消訴訟の判決において先

行処分が違法であると判断された場合には、先行処分の効力が否定され

て後行処分の適法要件が欠ける結果となり、後行処分も違法になるとい

う効果が生じることとなる。

　なお、先行処分が無効である場合には、後行処分にその無効性が承継

されることは異論がないので、違法性の承継の問題が生じるのは、先行

処分に取消事由に該当する違法性があるが、先行処分が出訴期間を経過

してその取消訴訟を提起し得ない状況（取消訴訟の出訴期間制限が経過

して不可争力が生じている状況）となっているような場合である。

イ　労災保険給付支給決定をめぐっては、違法性の承継の問題は、先行処

分（労災保険給付支給決定処分。以下「労災支給処分」という。）に公

定力ないし不可争力が生じて有効に確定している状況下で、後行処分

（労働保険料認定決定処分。以下「保険料認定処分」という。）の取消訴

訟において、先行処分の違法性（支給要件該当性についての違法性）を

取消事由として主張することが許されるか否かという場面において発生
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第 1　労災請求と時効

1　民法の損害賠償請求権の時効

⑴　民法の不法行為責任に基づく損害賠償請求権の時効

　民法の一部を改正する法律（平成29年法律第44号、平成29年 5 月26日成

立、平成29年 6 月 2 日公布、令和 2年 4月 1日施行）により、民法の不法

行為責任に基づく損害賠償請求権の時効は、次のとおり定められている。

ア　民法724条（不法行為による損害賠償請求権の消滅時効）

　不法行為による損害賠償の請求権は、次に掲げる場合には、時効によ

って消滅する。

①　被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時から 3年間

行使しないとき

②　不法行為の時から20年間行使しないとき

イ　民法724条の 2（人の生命又は身体を害する不法行為による損害賠償

請求権の消滅時効）

　人の生命又は身体を害する不法行為による損害賠償請求権の消滅時効

についての民法724条 1 号の規定の適用については、同号中「 3 年間」

とあるのは、「 5年間」とする。

⑵　民法の安全配慮義務違反（債務不履行責任）に基づく損害賠償請求権の

時効

　上記の民法の一部を改正する法律により、民法の安全配慮義務違反（債

務不履行責任）に基づく損害賠償請求権の時効は、次のとおり定められて

いる。

ア　民法166条 1 項（債権等の消滅時効）

　債権は、次に掲げる場合には、時効によって消滅する。

①　債権者が権利を行使することができることを知った時から 5年間行

使しないとき
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第 6　固定残業代の有効性と公序良俗違反性

1　固定残業代の意義と問題点

⑴　固定残業代とは、時間外労働・深夜労働・休日労働が行われた場合に、

その割増賃金として支払われる、あらかじめ定められた一定の金額であ

り、このような固定残業代の支払を定めた制度を固定残業代制という。一

般的には、労働契約・就業規則・給与規程などにおいて定められる。

⑵　固定残業代の種類としては、ア基本給のほかに、業務手当、職務手当な

どの名目で、定額の時間外労働・深夜労働・休日労働に対する割増賃金を

定めるもの（定額手当制、定額手当支給型）、イ基本給の中に、定額の時

間外労働・深夜労働・休日労働に対する割増賃金を含めるとするもの（定

額給制、基本給組込型）などがある。

⑶　固定残業代の定めがされた場合に、支払われた定額の割増賃金の額と労

基法37条によって計算した割増賃金の額とを比較して、前者が多額の場合

には、同条違反の問題は生ぜず有効な割増賃金の全部弁済の効力があり、

また、前者が少額の場合には、労基法違反とはなるが、支給額の限度で一

部弁済としての効力をもつところ、割増賃金として支払われた金額が、通

常の労働時間の賃金に相当する部分の金額を基礎として、同条等に定めら

れた方法により算定した割増賃金の額を下回るときは、その差額を法律上

当然に支払う義務を負う。

⑷　ところで、固定残業代については、最近の最高裁判例では、その有効要

件（明確区分性の要件。通常の労働時間の賃金に当たる部分と割増賃金で

ある固定残業手当の部分とが明確に区分されていれば〔明確区分性〕、定

額給の固定残業代の合意は有効である。）については、多数の判例が出さ

れて、ほぼ判断要素なども、定着しつつある。

　しかしながら、固定残業代の公序良俗違反性（時間外労働の上限規制。
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第1編  労災保険請求の基本構造

はしがき
凡　例 

1　本書の目的
2　本書の構成

第 1  労災保険制度
　1 　労災保険の目的及び所管官庁
　2 　保険関係の成立
　3 　労災保険法と労基法
　4 　故意又は重過失によって発生した労災事故
　5 　業務災害と通勤災害
　6 　特別加入制度

第 2  保険給付の内容
　1 　療養補償給付（労災保険法13条）
　2 　休業補償給付（労災保険法14条）
　3 　障害補償給付（労災保険法15条）
　4 　遺族補償給付（労災保険法16条。12号請求）
　5 　葬祭料（労災保険法17条）
　6 　傷病補償給付
　7 　介護補償給付
　8 　二次健康診断等給付
　9 　社会復帰促進等事業（労災保険法29条）

第 3  給付基礎日額
　1 　給付基礎日額の意義
　2 　平均賃金に相当する額
　3 　給付基礎日額の最低保障
　4 　休業給付基礎日額の年齢階層別限度額

第 4  通勤災害
　1 　はじめに
　2 　通勤災害に関する法令
　3 　業務災害と通勤災害の相違
　4 　通勤災害の要件（その1・通勤遂行性）
　5 　通勤災害の要件（その2・通勤起因性）
　6 　具体的適用例

第 5  心理的負荷の評価の基準となる労働者
　1 　精神障害の労災認定基準
　2 　評価基準となる労働者についての問題の所在
　3 　心理的負荷の強度の評価基準となる
        労働者に関する諸見解

第 6  第三者行為災害・事業主責任災害と
       労災保険給付との支給調整
　1 　第三者行為災害についての支給調整
　2 　事業主責任災害と政府側の支給調整
　3 　事業主責任災害と事業主側の支給調整

第 7  不服申立制度
　1 　労基署長が行う原処分
　2 　労働者災害補償保険審査官への不服申立て
　3 　労働保険審査会への不服申立て
　4 　地方裁判所への訴え提起

第 2  示談・訴訟上の和解と労災請求権
　1 　示談・訴訟上の和解の注意点
       （示談・和解後の労災請求の許否）
　2 　示談と労災保険給付をめぐる判例
　3 　労災給付請求権を留保する場合の示談・
        訴訟上の和解の条項例（除外条項例）

第 3  取締役の労働者性
　1 　労働者性
　2 　判断基準
　3 　労働者性に関する最高裁判例
　4 　取締役の労働者性
　5 　代表取締役の労働者性

第 4  労働時間該当性
　1 　最高裁判例による労基法上の労働時間の定義
　2 　最高裁判例のまとめ

第 6  固定残業代の有効性と公序良俗違反性
　1 　固定残業代の意義と問題点
　2 　固定残業代の定めの可否
　3 　固定残業代の有効性（明確区分性の要件）
　4 　固定残業代の有効性に関する最高裁判例
　5 　固定残業代の公序良俗違反性
        （時間外労働の上限規制）
　6 　固定残業代の公序良俗違反性に関する裁判例

第 8  管理監督者
　1 　定義と判断要素
　2 　行政解釈の定義
　3 　裁判例による定義
　4 　適用除外の趣旨

第 9  割増賃金（割増率、賃金単価）

事項索引
判例索引
行政通達索引

　1 　割増賃金の意義
　2 　割増賃金率
　3 　割増賃金の算定基礎　

第 5  労災認定基準における時間外
       労働時間数の意義と重要性
　1 　労災認定基準
　2 　労災認定基準における時間外労働時間数の意義
　3 　労災認定基準上の労働時間
       （業務起因性の判断基準）
　4 　労災保険請求における時間外労働時間数の立証
　5 　時間外労働時間数の立証資料

第 7  業務終了後の懇親会での飲酒後の
       死亡と労災保険給付請求権
　1 　問題の所在
　2 　判断基準
　3 　具体的判断要素
　4 　肯定裁判例等
　5 　否定裁判例等

第 8  審理事件数の統計
　1 　労働基準監督署長の原処分における
        労災保険給付請求の認容率
　2 　労働保険審査官の審査請求決定における
        原処分の取消率
　3 　労働保険審査会の再審査請求裁決に
        おける審査官棄却決定の取消率
　4 　地方裁判所の取消訴訟の
        判決（全国）における原処分の取消率

第 9  特定事業主の労災支給処分に
       対する原告適格
　1 　問題の所在
　2 　不服申立てに関する規定
　3 　行訴法9条1項の「法律上の利益を有する者」
        の解釈（原告適格。法律上保護された利益説）
　4 　労災支給処分に対する原告適格を
        否定する裁判例
　5 　労災支給処分に対する原告適格を
        肯定する裁判例
　6 　不服申立適格を肯定する上記5の3判決の
        問題点について
　7 　特定事業主の労災支給処分に対する
        原告適格の検討

第11 再審査請求事件の裁決書
　1 　裁決書の作成
　2 　裁決書の構成
　3 　精神障害の裁決書例
　4 　脳・心臓疾患の裁決書例

第2編  労災保険請求の実体理論
第 1  労災請求と時効
　1 　民法の損害賠償請求権の時効
　2 　労災保険給付請求権の時効
　3 　給付の種類に応じた時効
　4 　時効による請求権の消滅

第10  保険料認定決定処分の取消訴訟と
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